第17回労使関係制度検討委員会が開催される（12/15）

12月15日、国家公務員制度改革推進本部の労使関係制度検討委員会（座長：今野浩一郎・学習院大学教授）の第17回会議が、内閣府本府庁舎で開催された。委員会には、労働側委員として山本連合副事務局長、森永国公連合書記長、金田自治労前書記長が参加した。

委員会では、報告書の取りまとめに向けた議論が行われ、検討委員会報告書「資料　（案）自律的労使関係制度の措置に向けて」について今野座長および事務局より報告を受けた。

検討委員会報告書案について、労働側委員は前回から修正された部分を中心に、次のとおり座長の見解を質した。

・モデルケースの「4.参考指標の調査と公表・意見表明」について、パターンⅡでは「第三者機関が、労使が参考にできるように民間の労働条件について簡易な調査・公表を実施する。意見表明は実施しない調査・公表を実施する」と修正された。①この第三者機関のイメージはどのようなものか、②「簡易な」の意図する意味は、内容や回数を示すものなのか、③調査実施についての労使協議を排除するものではないと考えてよいか。

　これに対し、今野座長が以下のように回答した。

①　何らかの公的な第三者的な機関を想定しているが、特定の機関を考えているものではない。WGでもそういう整理であった。既存機関がベースとなるかもしれないし、新しい機関となるかもしれない。

②　様々な方法があるかとは思うが、調査対象や調査項目の簡素化、あるいは何年かに1度実施するといったことが考えられる。

③　「労使が参考にできるように」としている。調査内容等は、設計の際に、労働側の意見を聞くことになるかと思う。

いずれにしても、詳細設計の際に、政府が考えることである。

　ほかに、公益委員から、透明性についての意見があった。

　最後に、座長より、今回を最終回とし、報告書については12月16日に仙谷行政刷新担当大臣に手交するが、その際には、政府にはこの報告書を大いに参考に今後の対応を図ってもらいたいことを述べること、あわせて、これまでの議論およびWGメンバーの尽力に感謝したい旨が述べられ、当委員会を終了した。
